　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（様式第１号別紙）

事業実施計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　事業実施主体の概要
	所在地
	

	事業実施主体名
及び代表者名
	

	連絡先
（電話番号・
メールアドレス又はFAX番号）
	（電話番号）



	
	（メールアドレス/FAX番号）



　２　実施面積
別添 出荷・販売に係る契約書又は覚書のとおり　
３　高品質安定生産に資する取組
下表の中から、実施予定の取組を１つ選択してください。

	番号
	高品質安定生産に資する取組
	チェック欄
	確認書類例

	１
	栽培講習会等や実需者との意見交換会への参加
	
	会議の開催情報等

	２
	スマート農業機器の活用
	
	作業日誌又はスマート農業機器の写真

	３
	土壌診断等を踏まえた施肥・土づくり
	
	作業日誌

	４
	生育に応じた施肥
	
	

	５
	出穂後の水管理
	
	

	６
	堆肥施用
	
	

	７
	流し込み施肥
	
	

	８
	秋耕
	
	


４　確認欄
　　各項目を御確認いただき、□内にレ点チェックをお願いします。

□以下のことについて了承します。

・出荷・販売に係る契約書又は覚書、出荷・販売伝票、営農計画書等の事業実施に係る証拠書類を事業翌年度から５年間保管し、県からの求めがあった場合には、提出すること
・申請額が本事業の予算額を超過する場合、県は交付単価の減額調整を実施すること
・営農計画書等の事業実施に係る証拠書類について、県が必要に応じ地域農業再生協議会へ提供を求めること
□以下の場合には、補助金を返還すること又は交付されないことに異存ありません。
・本計画書に基づく内容において、虚偽の申請をしたことが判明した場合
・本計画書に記載した対象作物を作付けていないことが判明した場合
・本計画書に記載した対象作物について、必要な出荷・販売契約等の締結をしていないこと、適切な作付け・肥培管理・収穫等が行われていないことや、出荷・販売をしていないこと、その他交付要件を満たす取組が行われていないことが判明した場合
・必要書類の保管がなく、要件を満たすことが確認できない場合や提出を拒む場合
・県による適正な事業執行等のための調査に応じない場合


（注１）事業実施主体が法人等の場合は、代表者名を記載してください。
（注２）自署で記入してください。
上記確認内容に同意すること、助成対象となった場合には、確実に取組を実施するとともに、取組の結果報告を行うことを誓約します。


令和　　年　　月　　日　氏名　　　　　　　　　　　　※（自署）








